




女子大学が 34校，男子大学が 9校であった 1。女子大学の母体に着目すると，そのすべてが旧制度











































































































対して，第 2期の場合は規定の改正を伴って実施され，また文部省も 1946年 2月の帝国大学総長
会議などで女性への開放を奨励した 19。このように，第 2期の門戸開放は①国の政策として承認さ
れ，②一定の法的措置を伴って実施されたのであり，第 1期の門戸開放とは明確に区別できる。こ



















































































































































































































































































































































































































































日本大学の 676人，明治大学の 629人，同志社大学の 565人と続いている。これらの私立大学は，
規模が大きいこともあり，国・公立大学をしのぐ数の女性が在学していた。
しかし，女性の学部選択にはジェンダー特性の傾向が強く見られ，1954年度の早稲田大学の昼
間学部に限ると，文学部 557人（学部内の割合 25.4％），教育学部 337人（同 18.8％）であるのに















なお，同大学の 1949年の初めての入学式に際し，CI & Eのイールス（W. C. Eells）が挨拶し，「少
数ではあつても女子学生のまじつていることは日本文化の向上に貢献する上に大きな喜びである」

























































1954年時点の女性在学者数は東邦大学では 431人（学生数の 45％），大阪薬科大学では 344人（同





























































 6 女性に門戸を開放した大学の沿革史記述の概要については，野間教育研究所紀要第 58集（『学校沿革史の研究　大
学編 2』，野間教育研究所，2016年）第 5章を参照いただきたい。
 7 1947年 3月 13日の第 92回帝国議会衆議院における教育基本法案審議時の文相高橋誠一郎の趣旨説明（「第九十二
回帝国議会　衆議院議事速記録第十七号，225頁）。













 13 津田塾大学や金城学院大学のように校名に「女子」を付さない大学もあるが，例えば 1951年制定の学校法人津田
塾大学の寄付行為では法人は「女子の大学」を設置すると定めている。『津田塾大学 100年史　資料編』，津田塾大
学，2003年，5頁。




 16 『上智大学五十年史』，上智大学，1963年，194頁。しかし，1954年度の上智大学に女子学生 13人が確認できる。
 17 湯川次義『近代日本の女性と大学教育』，不二出版，2003年，703頁。






 21 大島宏「前掲論文」，122, 123頁。
 22 「学生募集要項」『昭和二十三年十月　新学部創設委員会』，名古屋大学蔵。
 23 例えば，1949年の 7月末の熊本大学入学式において，学長は「男子 1037名女子 63名」が合格して共学を実現したが，
「大学の門は女子には特に狭かった」と述べ男女間の学力差の存在を示唆している。『熊本大学三十年史』，熊本大
学，1980年，67頁。
 24 『昭和 24年度　日本教育年鑑』，山海堂，1949年 5月，259頁。
 25 『第九十二回帝国議会 衆議院議事速記録第七号』，225頁。





 28 『第九十二回帝国議会 貴族院 教育基本法案特別委員会議事速記録第三号』，6, 7頁。
 29 『第九十二回帝国議会 衆議院議事速記録第十九号』，270頁。




 33 「大学設立認可申請書」『青山学院大学』，国立公文書館蔵（配架番号 4A  9-12  252）。
 34 学習院学則「大学設立認可申請書」『学習院大学』，国立公文書館蔵（4A  9-12  240）。
 35 「大学設立認可申請書」『青山学院大学』。
 36 「学則一部変更ノ件」『法政大学』国立公文書館蔵（3A  9-2  108），「大学学則変更認可申請」『専修大学』国立公文
書館蔵（3A  9-2  121）。
 37 「新学制の実施について」『自昭和二十二年　至昭和二十七年　四大学長懇話会記録　関西学院本部』，関西学院資
料室蔵。












 46 “TO MY SUCCESSOR”国立国会図書館憲政資料室蔵，CIE（B）-05340-C3。
 47 大学設立認可申請に際して自校の「目的及び使命」を記すことが必須であった。湯川「戦後教育改革期における女
子大学の教育目的」『日本教育史論集』第 4号，2018年。













 57 湯川次義「戦後教育改革期における女子医学専門学校の大学『昇格』」『教育学研究科紀要』（早稲田大学）第 24号，
2014年，118頁。
 58 湯川次義「戦後教育改革期における公立女子大学の設立過程」『日本教育史論集』第 3号，2016年。
 59 「昭和二十三年四月実施予定　同志社学制案」『同志社理事会記録　昭和 22年度 10月-3月』，同志社社史資料室蔵。
 60 1946年 3月の『早稲田大学新聞』には女性の大学教育関係の論説 4点が掲載されている。
39戦後教育改革期における新制大学の共学化に関する一考察（湯川）
 61 「女子塾生に聞く」『三田新聞』1948年 3月 30日，1面。
 62 湯川次義「新制私立大学の共学・別学の選択に関する一考察」『学術研究』（早稲田大学教育・総合科学学術院）人
文科学・社会科学編，第 66号，2018年。
 63 「大学設立認可申請書」『青山学院大学』，国立公文書館蔵（4A  9-12  252）。
 64 『青山学院大学五十年史』 資料篇，青山学院大学，2003年，115・116頁。







 70 「帝国女子医薬専の二大飛躍」『文部通信』2775号（1947年 7月），5頁。
 71 『武蔵野音楽学園 50年の歩み』，武蔵野音楽学園，1979年，37, 41頁。
 72 文部省調査局統計課『文部統計速報　6』，1947年 8月，2頁，
 73 「早大女子学生の会生る」『早稲田大学新聞』1954年 5月 5日，1面。
 74 大学で女性の専任教員が誕生したのは戦後においてであったが，1949年の時点では国立大学に 79人，公立大学に
37人，私立大学に 437人が確認できる。文部省調査局統計課『学校基本調査報告書　昭和 24年度』，1955年。
